
参考資料

民間企業等試行実施事業の
応募要件



１．スケジュール想定（参加形態別）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

公募

診断期間

参加
形態
１

①自社サービスとしての
「うちエコ診断」試行検証

②診断員の選定と養成

③顧客に対する受診希望
者の募集

④診断ﾌﾟﾛｾｽ全体の実施

⑤アンケート調査の実施

⑥ウェブ上での管理ｼｽﾃﾑ
による診断の進捗管理

参加
形態
２

①自社サービスにおける
家庭エコ診断の実施

②環境省との連携事業と
しての独自の家庭エコ診
断のあり方検討

③事業事務局が開催する
研修会への参加

④診断結果の報告

参加
形態3

①家庭エコ診断の一部プ
ロセスに関する協力

各種計画書提出
（参加形態１の場合）

公募期間（参加形態１、２）

説明会

採択

体制整備

事前アンケート

募集期間

実施計画書 中間報告 実績報告書

選定
養成

事後アンケート

計画策定
試行

検証

進捗管理
体制整備

公募期間（参加形態３）



２. 事業内容

事業内容 備考

①自社サービスとしての「うち
エコ診断」試行検証

• 検証項目「a.受診者確保につながる募集方法の検証」と「b.成約に結び付く『拡
張サービス』方法の検証」の両方、またはいずれかを計画・運用し、1) 自社
サービス化のための条件の設定、2)検証内容、3)検証方法、4)検証結果、5)
課題と実施計画案の作成、を行うこと。

②診断員の選定と養成 • 診断員1人あたり10件程度の診断を行うことを目安に、診断件数や診断期間
の計画内容を踏まえて、必要な人数を設定すること。

• 診断員養成研修への出席（新規診断員養成研修、フォローアップ研修いずれ
も）と合格（新規診断員養成研修）が必須。

③顧客に対する受診希望者
の募集

• 採択後、すぐに受診者確保のための受付窓口設置や声掛けのための仕組み
づくりを行うこと。

④診断プロセス全体の実施 • 7～12月の実施期間中通期で実施できることが望ましい。実施期間を集中す
る場合には夏冬の節電ニーズの高い時期が望ましい。

• 診断実施数１００世帯程度を目安。診断実施数が多い提案を評価。
⑤アンケート調査の実施 • 事務局が提供する、ウェブ又は紙での定型フォーマットによる、事前と事後の

2回のアンケートの実施。
• 紙のアンケート票による回答については、民間企業等がウェブページへの代
行入力することを必須とする。

⑥ウェブ上での管理システム
による診断の進捗管理

• 一連の診断プロセスの進捗管理を事務局が提供するウェブ上での管理シス
テムを使って行うこと。

• ウェブ管理システム担当者を設定し、ウェブ管理システムの利用説明会に参
加すること。

⑦実施計画書 • 申請書内容を踏まえた定型項目の計画書の作成。
⑧中間報告 • 中間段階での①を中心とした進捗経過の報告の実施。

⑨実績報告書 • ①～⑥に関する報告書の作成。

【参加形態１】の事業内容 【公募要領p.2～4】



運用フロー 備考

①自社サービスにおける家庭向けの
エコ診断の実施

• 診断実施数３００世帯以上を目安。

②環境省との連携事業としての独自
の家庭エコ診断のあり方検討

• 平成26年度の家庭エコ診断制度創設に向け、環境省との連携事
業としての独自の家庭エコ診断事業のあり方検討（例：PR方法、
診断プロセスの共通基盤整備、診断ソフトの共通基盤整備等）に
協力すること。

③事務局が開催する研修会への参加 • 今年度新たに参加する場合、「うちエコ診断」理解のために、担当
者は養成研修（2日間程度、1日目は9時頃から）に出席。

④診断結果の報告 • 実施内容を踏まえ、報告の内容・形式等を調整。

⑤中間報告 • 主に①に関する中間報告の実施。

⑥実績報告 • 主に①に関する実績報告の実施。

２. 事業内容

【参加形態２】の事業内容 【公募要領p.4～5】



運用フロー 備考

①家庭エコ診断の一部プロセスに関
する協力

• 環境省及び事務局が適切と判断し、関係者との協議の結果合意
に達した内容について協力を行うこと。

※提案内容が適切であっても、一連の診断プロセスとしてサービス
組成できない場合（例：適切な連携主体候補の紹介が困難、連携
主体候補との間で合意に達しない等）がありうることに留意するこ
と。

２. 事業内容

【参加形態３】の事業内容 【公募要領p.5～6】



３. 自社サービスとしての『うちエコ診断』試行検証

• 診断事業を自社サービスとして継続的に運用するための検証として、a.b.両方/いずれかを実施。
「a.受診者確保につながる募集方法の検証」
「b.成約に結び付く『拡張サービス』方法の検証」

【参加形態１】自社サービスとしての「うちエコ診断」試行検証 【公募要領p2】

呼びかけに
対する受診率

診断の結果
の成約率



運用フローの
プロセス

備考

取得情報

対象数 対象の属性情報
実施

方法/内容
金額

費用/売上

①募集 ：間接的
呼びかけ

DM、チラシ、ウェブサイト等の間接的
な呼びかけ

○ ○ ○
○
費用

②募集 ：直接的
呼びかけ

電話、対面等による直接的な呼びかけ
○ ○ ○

○
（費用：
推計含む）

③受診者数
― ○

△
（分かる範囲で）

○
○
（費用：
推計含む）

④拡張サービス
実施数

診断後の営業活動の実施
○

△
（分かる範囲で）

○
○
（費用：
推計含む）

⑤成約数 自社の商品・サービスの販売等
○

△
（分かる範囲で）

○
○
売上

３. 自社サービスとしての『うちエコ診断』試行検証

【参加形態１】自社サービスとしての「うちエコ診断」試行検証 【公募要領p2】

• 検証のために必要な取得情報。



【全参加形態共通】 受診者の個人情報の管理 【公募要領p7～9】

４.個人情報管理、消費者問題対策

• 取得した受診者の個人情報を診断のために活用しつつ、受診者の権利利益を適切に保護すること
が必要。

• 以下のような点に配慮した個人情報管理の体制・運用について、「応募申請書」の（「応募要件へ
の適合状況（２）運用要件）に記載して下さい。

項目 概要

法令の遵守 • 個人情報保護法、その他の国が定める指針・規範を遵守すること。
個人情報の管理 • 個人情報を保護・管理する体制を整備し、適切に個人情報を収集、利用すること。

→診断の申請書情報（氏名、住所等）と調査情報（エネルギー使用実態、意向等）を
切り分けて保管・データベース化し、ＩＤによって照合すること。

個人情報の取得・
利用・提供

• 受診者に対して個人情報収集・利用目的を明確にし、目的外利用を行わない。
• 予め受診者から同意を取った提供先以外の第三者に提供・開示を行わない。

個人情報の安全
対策

• 個人情報への不正アクセス、紛失・破壊・改ざん・漏洩等の予防措置を講ずること。
→例：データファイルの保護設定、ローカル管理。紙資料の鍵保管。診断員パソコン
のセキュリティ・ウィルス対策、共有ソフト排除。

個人情報の苦情・
相談への対応

• 個人情報の取り扱いに関する苦情・相談への対応と適切な対応の実施。



【全参加形態共通】 消費者問題の対策 【公募要領p7～9】

４.個人情報管理、消費者問題対策

• 様々な主体が実施する家庭エコ診断の中立性、信頼性を確保し、家庭エコ診断という新しい取組
の価値を損なうリスクを除去することが必要。

• 以下のような点に配慮した消費者問題対策の体制・運用について、「応募申請書」の（「応募要件
への適合状況（２）運用要件）に記載して下さい。

項目 概要

法令の遵守 • 特定商取法、その他、消費者保護に関する国が定める指針・規範を遵守する
こと。

診断の中立性の
確保

• 受診者のライフスタイルや意向等の実態に即した中立な診断を実施すること。
• 診断中に個別の環境機器等の営業、見積もり、販売、設置活動等の営業活
動を行わないこと。

受診者の要請
ベース

• 受診者から「拡張サービス」の提供要請があった場合に限って、診断後に診
断員としてではなく民間企業の従業員として「拡張サービス」を実施すること。

「拡張サービス」
実施時の
留意事項

• 受診者が「拡張サービス」の提供要請を行った旨の書面等を取得すること。
• 「拡張サービス」提供時にはうちエコ診断結果のプリントアウト等は参考として
使用するにとどめ、うちエコ診断ソフトは使用しない。

消費者問題の苦
情・相談への対応

• 消費者問題に関する苦情・相談への対応と適切な対応の実施。



【全参加形態共通】 消費者問題の対策 【公募要領p7～9】

４.個人情報管理、消費者問題対策

参考）「拡張サービス」（診断後の商品紹介・見積相談
サービス）の同意取得方法について

• 診断終了後に所定の同意書に署名していただく方法
（平成24年度の同意書フォーマットは右参照）

• 申請時に、申請書欄の「拡張サービス」に同意する旨
のチェックをつけていただく方法



 【全参加形態共通】 受診者の個人情報の管理、消費者問題の対策
【公募要領p7～9】

４.個人情報管理、消費者問題対策

事業モデル例 事業フロー 個人情報管理、消費者問題対策上の留意点

自社商品・
サービスへの
誘客モデル
（診断との関連高）

【共通】

• 診断・分析のために取得する情報及び診断
により生み出される情報は全て個人情報と
して、法に基づく適正な管理を行うこと（一連
の運用フロー終了後もこれらの情報を保持
する場合にも同様）。

【特有】

• 診断内容は中立であること。自社商品・サー
ビスへの誘導は行わないこと。

• 「拡張サービス」提供は受診者の提供要請
があった場合に限り実施するものとし、受診
者が依頼を行った旨の書面等を取得するこ
と。

• 「拡張サービス」提供の際には、診断により
生み出される情報を用いることができる。

自社商品・

サービスのおまけ
モデル
（診断との関連高）

民
間
事
業
者
等

診断

￥

診断と関連が高い
自社商品・サービス

民
間
事
業
者
等

診断

￥

診断と関連が高い
自社商品・サービス



 【全参加形態共通】 「受診者の個人情報の管理、消費者問題の対策」 【公
募要領p7～9】

４.個人情報管理、消費者問題対策

事業モデル例 事業フロー 個人情報管理、消費者問題対策上の留意点

自社商品・
サービスへの
誘客モデル
（診断との関連低）

【共通】

• 診断・分析のために取得する情報及び診断
により生み出される情報は全て個人情報と
して、法に基づく適正な管理を行うこと（一連
の運用フロー終了後もこれらの情報を保持
する場合にも同様）。

【特有】

• 診断と関連が低い自社商品・サービス提供
は、受診者の提供要請があった場合に限り
実施するものとし、受診者が依頼を行った旨
の書面等を取得すること。

• 診断と関連が低い自社商品・サービス提供
の際には、原則個人情報は用いない。

自社商品・

サービスのおまけ
モデル
（診断との関連低）

【共通】

• 診断・分析のために取得する情報及び診断
により生み出される情報は全て個人情報と
して、法に基づく適正な管理を行うこと（一連
の運用フロー終了後もこれらの情報を保持
する場合にも同様）。

民
間
事
業
者
等

診断

￥

診断と関連が低い
自社商品・サービス

民
間
事
業
者
等

診断

￥

診断と関連が低い
自社商品・サービス



４.個人情報管理、消費者問題対策

事業モデル名 事業フロー 個人情報管理、消費者問題対策上の留意点

CSR、ブランド向上
モデル

【共通】

• 診断・分析のために取得する情報及び診断
により生み出される情報は全て個人情報と
して、法に基づく適正な管理を行うこと（一連
の運用フロー終了後もこれらの情報を保持
する場合にも同様）。

民
間
事
業
者
等

診断

 【全参加形態共通】 「受診者の個人情報の管理、消費者問題の対策」 【公募要領p7～9】


